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よるとされていた。A には死亡当時、戸籍上の配偶者はいなかった。A と X の母















　「認定事実によれば、C と A は、入籍はしていなかったものの、会社関係者などの知人・
友人を呼んで挙式及び披露宴を行って、親しい関係者に対して事実上の夫婦となることを
表明したこと、A は、マンションの管理組合に対しても C を「主婦」として届け出るなど、
日常生活において、C を自己の妻として扱っていたこと、C と A は、平成₂₀年初めころか
ら A が自殺する約 ₁か月前まで、D マンション、E マンション、F マンションと転居しな
がら同居を継続していたこと、A は、G 社の経営が破綻するまでは C に対して ₂人の生活
費を交付していること、A が出社しない際には、G 社の役員は、C との間で A の所在を確
認していたこと、A は、本件遺書でも C が自己の妻であると記載していること、C は、A
の死亡後に A の墓参りをしていることが認められるのであり、これらの事実を総合すれば、
C と A の間には内縁関係の実体があったというべきであり、X らが主張するように、C が









る意思がなかったことは明らかであるし、C も、A の死亡直前まで A や A の経営する会社
の役員らと連絡を取り合っていたなどの事情からすれば、A と内縁関係を解消する意思が













とが内縁関係にあったか否かは、A と C との同居関係、結婚の事実を誰に対して
どのような形で伝えていたか等、家族法上の解釈基準に基本的に従うべきこととな
るであろう。
　他方、東京地判平成₂₆年 ₉ 月₂₆日平成₂₅年（ワ）₉₆₂₂号は、亡 A の相続人であ
る原告 X らが、保険者である被告独立行政法人 Y に対し、A と Y との間の終身保
険契約に基づく生命保険金及び保険金の請求日の翌日から支払済みまで民法所定年
₅分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である4。
　A は、平成₂₃年₁₂月 ₉ 日に死亡したが、本件保険契約の保険金受取人の指定をし
ていなかった。A の父 B は昭和₃₁年 ₄ 月 ₈ 日に、母 C は昭和₅₅年 ₃ 月₁₅日に、兄
D は昭和₃₅年 ₁ 月₁₈日に、それぞれ既に死亡している。D の子は、X ら及び E であ
るが、E は昭和₅₇年 ₉ 月₂₀日に死亡した。A の相続人は X らのみであり、X らが各



























することになるから、同項 ₂号により、被保険者である A の遺族が本件各保険契約の死亡
保険金受取人となる。」「ところで、Xらは、いずれもAの姪であり、被保険者であるAの「配
偶者」、「子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹」（同条 ₂項）のいずれにも該当しないことは
明らかである。また、X らが、A の死亡当時、被保険者である A の「扶助によって生計を
維持していた者」（同項）ないし被保険者である A の「生計を維持していた者」（同項）に該


































　「X らは、相続人である X らが本件各保険契約の死亡保険金受取人となることが、A の
意思に沿うものであり、保険契約者の意思を合理的に解釈した旧簡易生命保険法₅₅条の立
法趣旨にも合致する旨主張する。」「しかし、A は、X らを保険金受取人として指定するこ
とができた（同法₆₁条）にもかかわらず、昭和₅₅年 ₃ 月₁₅日に C が死亡して、遺族（同法
₅₅条）に該当する者がいなくなって以降、A が死亡する平成₂₃年₁₂月 ₉ 日に至るまで約₃₀













旧簡易生命保険法は廃止され（整備法 ₂条 ₄号）、Y は、整備法施行前に効力を生じた旧簡
易生命保険契約にかかる G 公社の権利義務について承継し（郵政民営化法 ₆条 ₂項、₁₆₆
条）、上記契約に係る業務を F 生命に委託したが（独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険
管理機構法₁₈条 ₁ 項）、新たな簡易生命保険の取扱いは行っていない（郵政民営化法 ₆条 ₁
項）。他方、F 生命が販売する終身保険契約は、生命保険業を営む「郵便保険会社」として
設立された F 生命（郵政民営化法 ₅条 ₂項 ₅号）が、生命保険業免許を受けたとみなされ
























































　また、東京地判平成₂₇年 ₂ 月₁₀日平成₂₆年（ワ）₁₄₅₈号は、亡 A の遺言執行者










































































　大阪地判平成₂₅年 ₄ 月₁₆日平成₂₂年（ワ）₁₇₇₇₁号 ･ 平成₂₃年（ワ）₇₀₆₀号、及び、
その控訴審である大阪高判平成₂₅年 ₉ 月₂₀日平成₂₅年（ネ）₁₆₆₁号 ･ 平成₂₅年（ネ）
₂₁₄₇号は、A の相続人である原告 X らが、被告 Y 社の取締役であった A が在職中
に死亡したことから、Y が契約した A を被保険者とする生命保険の保険金₆₀₀₀万
円が A の死亡退職弔慰金であるとして、Y に対して X らの法定相続分の割合に応
じた支払及び各遅延損害金を請求した事案である6。
6　本件については、このほか、A の子である原告 Z が、A が保有していた Y 株式 ₂万
₈₂₀₀株を相続したとして、Y に対し、株主権の確認、株主名簿の名義書換を請求したほか、







































和₅₇年であり……、X らが A の冷遇が始まったとする B の死亡（平成 ₉年）よりはるかに
前のことなのであるから、採用の余地はない。」
　「X らは、B の死亡退職慰労金が₃₅₀₀万円にとどまるとしても、B の場合は保険契約が存
在しなかったのであるから、A の遺族が受け取る死亡退職金又は弔慰金が₆₀₀₀万円となる
としても何ら合理性や公平性を欠くことにはならないと主張するが、たまたま多額の生命
保険契約の被保険者となっていたために、A の遺族が、創業者である B をはるかに超える
死亡退職金又は弔慰金を受領することが当事者の合理的意思に合致するとは考えられな
















等のために締結されたものと考えるべきであり、X らと Y との間で本件生命保険
契約につき特段の合意がない以上、A が被保険者であるとの一事を以て、X らが保
険金受取人の地位を取得するとは、言えないように思われる。
　他方、東京地判平成₂₅年 ₉ 月₂₇日平成₂₄年（ワ）₂₅₄₄₃号は、亡 A の法定相続人
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である原告 X らが、被告 Y 保険会社に対し、A が Y との間で締結していた保険契
約の失効返戻金の受取人は X らであって、X らは同失効返戻金の支払請求権を原
始取得したと主張して、それぞれ、同失効返戻金を法定相続人の数で除した額の支























































































































































































































































きである（最高裁平成₂₃年（受）₂₂₅₀号同₂₆年 ₂ 月₂₅日第 ₃小法廷判決 ･民集₆₈巻 ₂ 号₁₇₃
頁参照）。そして、元本償還金又は収益分配金の交付を受ける権利は上記受益権の内容を構
成するものであるから、共同相続された上記受益権につき、相続開始後に元本償還金又は
収益分配金が発生し、それが預り金として上記受益権の販売会社における被相続人名義の
口座に入金された場合にも、上記預り金の返還を求める債権は当然に相続分に応じて分割
されることはなく、共同相続人の ₁人は、上記販売会社に対し、自己の相続分に相当する
金員の支払を請求することができないというべきである。」
　これらの最高裁判例は、分割可能な財産が共同相続人に相続された場合に、可能
な限り相続分に応じて分割されて各相続人に帰属するとする、相続法上の判例の例
外を構成するものであり、その根拠として挙げられている点が、信託関係の形成に
よって成立している受益権の内容と、信託関係の目的との関係であることは明らか
である。要するに、信託関係は、特定の財産について、財産権の帰属や行使に関す
る一般原則から離れ、信託目的に従って拘束するという点を本質的特徴とする法律
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関係であることから15、「遺産の承継」を事実上達成させる場合であっても、その具
体的な解釈において、信託目的や受益権の内容との整合を解釈上図る必要があり、
相続法制における解釈の一般論に必ずしも合致しない側面が生じてくることとなる
わけである。
　以上の検討から、生命保険契約と信託関係とを比較検討してみると、両者は共に
財産保持者の死後における財産の承継に関して、現行相続法制と異なる規律を契約
ないし意思によって可能とさせる法律上の手法としての共通性を持つものである
が、その理論的な本質の部分において、相当の差異があることも明らかである。す
なわち、信託関係は、信託財産を信託目的によって拘束し、当該信託関係を形成さ
せた信託関係当事者のその後における意思よりも、信託目的から導かれる解釈の方
を優先させて、現行相続法制の下では実現できない効果を達成させる可能性がある
のに対し、生命保険契約はあくまで現行法体系が前提とする経済的価値の体系に忠
実に従い、被保険者の急な死亡という予測外かつ突発的な状況における、関係者の
当座の生活保障を含めた円滑な「遺産の承継」を企図するものということができる。
そうすると、信託関係が、現行相続法制の前提とする世界観や秩序を根底から覆す
可能性を有していると考えられるのに対し、現行法体系における相続法制と生命保
険契約との関係については、生命保険契約が現行相続法制の予定する世界観や秩序
を根底から覆すものと考えることは必ずしも妥当であるとは言えず、むしろ、両制
度が前提とする家族関係像については基本的に合致していると考えていくことが、
生命保険契約の解釈としても合理的であると考えられる。
4 ．生命保険と遺産相続との関係についての再検討
　これまでの分析検討を通じて、生命保険と遺産相続との関係についての解釈に際
しては、少なくとも次のことが言えるように思われる。
　まず第 ₁に、理論上の原則としては、生命保険関係はあくまで当事者間の契約で
あって、家族関係上の規律をも目的とする相続法制とはなお一線を画するものであ
15　信託関係のかかる本質的特徴についての考察については、星野豊『信託法』（信山社、
₂₀₁₁年）参照。なお、かかる本質的特徴の形成と応用とについて、日本の信託法制の母法
まで遡って研究したものとして、星野豊『信託法論の形成と応用』（信山社、₂₀₀₄年）参照。
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る以上、生命保険契約が事実上近親者に対する遺産の承継を目的として締結されて
いる場合でも、かかる事実上の目的は、当該生命保険契約における当事者の意思を
解釈するに際してあくまで参考事情としての ₁つに留まるものであり、契約の解釈
としての結論が、相続法制の前提ないし基盤とする結論と相違する場合には、契約
としての解釈を優先させて考えるべきである。
　しかしながら第 ₂に、生命保険契約に関する当事者の意思解釈において、当該生
命保険契約の締結された社会的経済的動機を無視した解釈もまた妥当ではなく、現
行相続法制の前提とする家族関係像をも尊重しつつ、当該生命保険契約が締結され
るに到った具体的事情を十分考慮して、保険契約者の意思と被保険者からの実質的
な「遺産の承継」が、社会的経済的にも妥当と評価されるべき解釈を可能な限り試
みることも、必要不可欠と言うべきである。その際、現行相続法制との関係で最も
現実的な問題点として挙げられるものは、被保険者の事実上の生活関係における共
同生活者と、戸籍上の近親者との利害調整であり、生命保険契約が比較的長期間に
わたる契約関係であることから、契約締結の背後にある諸事情が、関係当事者の予
測を超えて大きく変化する可能性がある点に、注意を払うことが必要である。なお、
この場合、保険契約者が、契約締結当時の諸事情を前提として契約関係を締結した
ことを解釈の大前提とすべきか、あるいは、生命保険契約が有効に成立存続してい
ること、関係する諸事情の変化について、当該契約関係を変更する権限が誰に与え
られていたかを考慮して、当該生命保険契約の効力を具体的結論にかかわらず原則
として肯定すべきかについては、なお検討ないし議論が必要である。
　他方で第 ₃に、生命保険契約と信託関係とを比較検討してみると、信託関係が信
託目的によって信託財産を拘束し、当該信託関係を形成させた信託関係当事者のそ
の後における意思よりも、信託目的から導かれる解釈の方を優先させて、現行相続
法制の下では実現できない効果をも場合によっては達成させる可能性があるのに対
し、生命保険契約はあくまで現行法体系が前提とする経済的価値の体系に忠実に従
い、被保険者の急な死亡という予測外かつ突発的な状況における、関係者の当座の
生活保障を含めた円滑な「遺産の承継」を企図するものということができる。この
ようなことからすると、現行法体系における相続法制と生命保険契約との関係につ
いても、両制度が前提とする家族像は基本的に合致していると考えていくことが、
解釈として合理的である。
　以上のとおり、生命保険契約と遺産相続との関係については、どの観点から解釈
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を出発させるかによって、その方向性が大きく異なるものとなり、この方向性の違
いは、最終的には、現行相続法制の前提とする家族像のあり方や、人の生活関係に
おける財産の利用形態とその承継のあり方、さらには、法体系の中における「財産」
の概念それ自体とそれに対する関係当事者の権利関係のあり方についてまで、大き
く影響を及ぼす可能性があるということができる。従って、本稿における分析検討
のみでは、生命保険と遺産相続との相互関係についての解釈の方向性が未だ定まら
ないことは明らかであり、今後さらに多様な観点から、両制度の関係について、考
察を重ねていくこととしたい。
（終）
（人文社会系准教授）

